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＜地区計画の体系＞
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自治部会
住んでみたいまちづくり
住み続けるまちづくり

教育部会
子どもからお年寄りまで
一緒に学べる吉島

・地域活性とコミュニティづくり
・地域資源を活かした産業の創造
・住民の安全・安心づくり

将来像 基本目標 分野別目標 施策の柱 行動領域 実施計画

テーマ：みんなが主役の地域づくり
（forからwithへ）
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環境衛生部会
暮らしと環境の共生

福祉部会
安心して暮らせる活気
ある吉島

・ごみゼロよしじま
・自然にやさしいよしじま
・健康の里よしじま

・地域ぐるみの子育て支援
・みんなが見出す生きがいづくり
・地域ぐるみの高齢者支援

・地域リーダー育成と住民資質の向上

・元気な心と体で生きがいを見出す地域
生涯学習
・地域教育力でつながる子育て

取り組む
内容

取り組む
内容

取り組む
内容

取り組む
内容

将来ビジョン
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自治部会

①自主防災活動②総合防災訓練③消防団連携事業④要望請願⑤防犯活動
⑥防犯灯設置事業⑦要援護者サポート事業⑧危険個所マップ⑨６次産業事業
⑩よしじまっ子見守り⑪よしじまふれあい祭⑫地域内交流事⑬産直事業
⑭ネット販売事業⑮各種研修福祉部会

①学童保育事業②高齢者見守り事業
③買い物支援見守り事業④高齢者居場所づくり
⑤いきいきサロン ⑥買い物ツアーサービス
⑦再チャレンジ事業 ⑧生活支援事業

⑨シルバー健康レク ⑩除雪支援事業 ⑪敬老会事業 ⑫介護予防事業 ⑬各種研修
⑭生活困窮者自立支援事業 2



環境衛生部会

①ビオトープ管理事業 ②廃食用油回収事業 ③資源ごみ回収事業④マイロードサポート事業
⑤緑化推進事業 ⑥冬期間ごみ回収事業⑦EM石鹸講習事業⑧EM石鹸全戸配布⑨多面的機能事
業⑩各種研修

教育部会

①青少年健全育成事業②マイマイスポーツクラブ③キッズジョブ④地区運動会⑤家庭教育学級
⑥冬季スポーツレク大会⑦インターンシップ事業 ⑧学校支援事業 ⑪講習研修 3
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320支出
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人件費 運営費 事業費 その他 次期繰越

会費 交付金等 委託金 その他 前期繰越

単位：万円「きらり」の収支構造 2015年度（10万円単位）

収支と財源

計 4790万円

計 4790万円

‧事業規模は約5,000～6,000万円。県、町からの委託金などと、住民からの会費や寄付
をもとに運営。資金獲得のために国や県に積極的に働きかけ、国や県、町からの委託金
（補助金等含む）が収入の約8割を占める。
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地域づくり基金

会員会費
事業会費

自治会・自治公民館
活動助成金
300,000円

福祉活動助成金
120,000円

女性活動助成金
120,000円

青少年活動助成金
120,000円

住民や企業が寄付

住民活動を支援 住民から寄せられた寄付金は基金運営委員会で管理し、各自治会単位
のコミュニティ活動の推進に活用。
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企業と協働 コスト削減と課題解決の場を拡充
地域企業のCSR活動の取り組みを地域コミュニティが提案。ボーリング場や温泉旅館の閑散
時間帯を活用した住民のレクリエーション活動や建設会社の資材や重機を利用した住民イベ
ントの開催など、企業から提供される余剰労力を地域への寄付として金額換算し、CSR活動
として評価している。
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営 業 力

提 案 力
＋

実 践 力

補助金や助成金は次を準備する起爆剤！

様々な事業提案 ⇒ 委託事業 ⇒ 成果普及
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若者にも財源確保
の研修を実施
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自主防災
地区商工会

地域内協働による防災協定でコストを削減
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起業をアシストによる生活支援
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若者が高齢者の所得向上をサポート

販売委託

販売委託

販売委託

チャレンジショップ

利益還元

利益還元

管理のフォロー

レストラン
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「生活支援チケット事業」
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スタート
アップ

ランニ
ング

高度化 普及

再企画＜Action＞

地域づくりに目標をもって

地域連帯の構築
計画づくり
やれることの実践

改善すべきところ
を変えながら、新
規のトライアル

ビジネスや雇用、
仕事づくりに

1～3年 ４～７年 8年～

・当該事業、単年度計画、中・長期計画を住民自ら立案し実践する。
・事業の成果を継続し実施にかかる無駄を省き効率化を図り、再トライアイル。
・事業の意義を明確にして、自主財源や雇用創出。
・普及活動
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ありがとうございました。
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